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自動車や鉄道を始めとするモビリティは，その発達によっ
てヒトやモノの移動範囲が拡大し，移動の自由度が高まり，
今では人々の暮らしになくてはならない基盤になりました。

一方，モビリティの発達に伴い，交通事故，交通渋滞，
地球温暖化といった社会課題の解決が必要な状況にありま
す。例えば，交通事故に関して，運転支援システムの実装
などによって，2020年の国内事故件数は2010年と比較し
て58％減少したものの，高齢ドライバーによる事故件数
の減少率は36％にとどまっており，依然，高齢者が関わ
る交通事故への対策が求められています。交通渋滞につ
いては，新型コロナウイルス感染症（COVID－19）の影響
で交通量が減少した2021年でも，交通渋滞による経済損
失はアメリカで約21兆円，イギリスで約６兆円，ドイツ
で約４兆円に及ぶと試算され（注1），大きな額になっていま
す。また，地球温暖化については，各国でのCO2排出量規
制の強化などの対策で電動化車両への転換が進められてい
ますが，予測によるとCO2を排出しない電気自動車の割合
は2030年でも約37％との試算になっており，温暖化抑制
のための更なる加速が求められています。

さらに，地方都市での過疎化やEコマースの普及に伴い，
地域住民の移動手段確保や物流処理能力の不足といった新
しい課題の解決も求められています。例えば，人口が集中
する都市部での移動手段が便利になる一方，過疎化が進む
地方都市では，利用者数減少でバスや鉄道といった公共交
通機関の維持費用を賄うことが難しくなり，運行便数の削
減や路線廃止が生じています。その結果，過疎化に拍車が
かかるとともに，自動車の運転ができない高齢者や障がい者
の交通手段が失われつつあります。また，物流に関しては，
Eコマース普及による宅配便の増加で輸送が小口化，多頻
度化し，配送効率が悪化するとともに，厳しい労働環境に
あるトラック運送業ではドライバー不足が進んでおり，あ
る試算によると，2030年には国内貨物輸送需要31.7億トン
のうち約36％に当たる11.4億トンの輸送が処理できなくな
ると見込まれています。

これらモビリティに関する社会課題に対して，運転支

援・自動運転技術による自動車の安全性・効率性向上や複
数の交通手段の統合で利便性が高く地球に優しいサービス
の提供を目指す官民での取組みが世界各国で進められてい
ます。日本では，自動車の自動運転早期実現に向けて官
民が一体になって取り組む戦略として2014年に“官民ITS

（Intelligent Transport Systems）構想・ロードマップ”を
策定しました。その後，毎年改定を行いながら，自家用車
の運転支援技術や自家用車だけでなくトラックやバスを対
象とした自動運転技術の高度化について実現目標を立て
て取り組んでいます。アメリカでは，Googleの自動運転
車開発部門が分社化して誕生したWaymoやGM（ゼネラル
モーターズ）の自動運転車開発部門であるGMクルーズな
どが，2019年に無人の自動運転サービスを開始するなど
開発を先導し，連邦政府や州政府も安全性確保に向けたガ
イドラインの策定や法整備で自動運転技術の開発を支援し
ています。欧州では，自動車メーカーによる自動運転技術
の高度化のほか，公共交通機関やカーシェアリングサービ
スなどあらゆる交通手段を統合しその最適化を図ることで，
マイカー以上に快適で便利な移動サービスを提供するとと
もに，持続可能な社会を構築する取組みが盛んです。例え
ば，フィンランドのヘルシンキでは，様々な交通手段によ
るマルチモーダルな経路検索，予約，決済が一つのスマー
トフォンアプリで可能なサービス“Whim”（注2）が2016年に
リリースされ，その後，2018年にはイギリス，ベルギー
に事業展開されています。

三菱電機も，モビリティが暮らしを支える重要な基盤で
あるとの認識の下，当社グループ内外の知見の融合と共創
によってこれら社会課題を解決するため，“交通事故ゼロ” 

“渋滞解消”“快適な移動”“大気汚染の低減”“地球温暖化対
策”“地域間格差の解消”“交通弱者のQOL（Quality Of Life）
向上”というキーワードを設定し，開発に取り組んでいます。
この特集では，これらの取組みの中から自動車と鉄道に関
する技術について紹介します。

（注１） 経済損失額＝各国ドライバー１人当たりの経済損失額／年
×各国人口2020年

（注２） Whimは，MaaS Global Oyの登録商標です。
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